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 この提案は、提案者の現在の知見や考えに基づいています。 

 特に諸外国の制度については、web等による情報収集をも

とにしており、実態と異なる場合があるかもしれません。 

 お気づきの点がありましたら、お知らせいただければ幸い

です。必要に応じて修正・更新をさせていただきます。 
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一般社団法人 食品需給研究センターについて 

食品の生産､加工、流通､販売及び消費の各分野にわたり､さまざまな課題についての調査
研究やコンサルティングを行う組織 

 農林水産省をはじめ行政機関や民間団体からの依頼や補助を受けて、事業を実施 

 所在地：東京都北区 

 http://www.fmric.or.jp/ 

 

水産物のトレーサビリティに関わる実績 

 2002年度 宮城県産カキのトレーサビリティシステムの開発・実証（農林水産省補助事業） 

 2004年度～2006年度 貝類（カキ、ホタテ）、養殖魚、海苔を対象とした品目別のトレーサビリティガイドラインを
作成（農林水産省補助事業） 

 2014年度 「食品トレーサビリティ『実践的なマニュアル』各論：水産業編」の作成に関与（農林水産省委託事業） 

 2017年度 「輸出のための水産物トレーサビリティ導入ガイドライン」作成に関与（水産庁委託事業） 

 

 水産物トレーサビリティ協議会  http://jast.fmric.or.jp 事務局（2018年3月より）として、 

▪ 水産庁補助事業「トレーサビリティ導入実証事業」を実施（2018年度、2019年度） 

▪ 漁獲・陸揚げデータ提供システム（CALDAP）を運用中 

 

 

 

 

 

/
http://jast.fmric.or.jp/
http://jast.fmric.or.jp/
http://jast.fmric.or.jp/


内容 

1. 諸外国の漁獲証明書の要求と、現在の日本の対応状況 

2. 諸外国は輸出にあたり、漁獲証明書にどう対応しているのか 

3. 今後の日本の対応についての提案 
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日本からの水産物輸出の際に求められる、 
漁獲・陸揚げ段階の情報を含む証明書等 

輸出先国 
証明書や制度の名称 
（一部省略） 

対象産品 趣旨 開始時期 証明書の発行者 

 EU  

IUU漁業規則
（EC1005/2008）に基づく
漁獲証明書 

天然漁獲水産物 IUU漁業排除 2010年1月 
漁船旗国の 
政府機関 

米国 

水産物輸入監視制度
（SIMP）のための漁獲・陸
揚げデータ 

マグロ類・カツオ・サメ・ナ
マコなど特定魚種とその製
品 

IUU漁業排除 2018年1月 
証明は不要 

（証明書ではなくデー
タ） 

ドルフィン・セーフ認証制
度のための 
・漁業起源証明書 
・船長陳述書 

マグロ類・カツオ イルカ保護 
1990年 
（初期の法
制定時） 

（漁業起源証明書）輸出業者 
（船長陳述書）漁船船長 

タイ 
漁業起源証明書および
船長陳述書（協力要請） 

マグロ類・カツオ IUU漁業排除 2018年2月 
※米国の各証明書に準

じる 

大韓民国 漁獲証明書 
サンマ、イシモチ類の
一部 

IUU漁業排除 2017年6月 
漁船旗国の 
政府機関 

インドネシア 漁獲証明書 天然漁獲水産物？ IUU漁業排除 2017年 
漁船旗国の 
政府機関 

ICCAT等の
RFMO加盟

国 

ICCATなどRFMOが定め
る漁獲証明書または統計
証明書 

クロマグロ、メバチマグ
ロ、メカジキ、ミナミマグ
ロ、メロ 

資源管理 
2008年
（ICCATの場

合） 

漁船旗国の 
政府機関 
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漁獲証明書提出までの基本的な流れ 
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①証明の対象となる、漁獲・陸揚げ情報の収集 

②証明機関が求める
添付書類の収集 

③申請書や証明書原稿
の記載 

④輸出業者らによる署
名・捺印 

⑤証明機関への提出 

⑥証明機関による確認・
発行を受け、受領 

⑦輸入業者に提出 

通常、輸出業者が以下のように進める。 



事例：EU向け漁獲証明書の日本の様式 
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※後略 （ ６．洋上転載の申告、７.港湾区域内転載の申告、８輸出業者の署名・
捺印、９輸送の詳細、10輸入業者の申告、11輸入管理機関） 

※水産庁水産物貿易対策室「ＥＵのＩＵＵ漁業規則に基づく漁獲証明書及び加工証明
書様式の記入要領」より抜粋 

http://www.jfa.maff.go.jp/j/kakou/eu/attach/pdf/index-3.pdf 

 

漁船船長または会社代表者の署名・捺印 

漁船名・漁船登録番号のみならず、 

漁業許可番号・母港・コールサイン、 

IMO番号、連絡先も必要 

１漁船の陸揚げごとに１通の証明書が必要 

http://www.jfa.maff.go.jp/j/kakou/eu/attach/pdf/index-3.pdf
http://www.jfa.maff.go.jp/j/kakou/eu/attach/pdf/index-3.pdf
http://www.jfa.maff.go.jp/j/kakou/eu/attach/pdf/index-3.pdf
http://www.jfa.maff.go.jp/j/kakou/eu/attach/pdf/index-3.pdf
http://www.jfa.maff.go.jp/j/kakou/eu/attach/pdf/index-3.pdf


事例：EU向けの漁獲証明書の発行・提出の流れ 
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産地市場 
水揚施設 

加工施設 

輸出業者 

証明機関 
(水産庁) 

 

都道府県 

＜提出書類＞ 
 

a. 発給申請書 
b. 漁獲証明書原稿 
c. ②-１-5で収集した書類 
d. インボイスの写し 
e. 他の書類 （理由書等） 

⑤証明の申請（持参or郵送） 

漁船 

④漁獲証明書（原稿）に漁船船長か代表者が署名・捺印 
 

②-5 【都道府県所管漁業の場合】 
   確認報告書の申請・受領 
 

③漁獲証明書の
様式に英語（ア
ルファベット）
で必要事項を記
載 

①当該ロットの漁獲・陸揚げ情報を収集 
 

②-1 漁業者から輸出業者までの売買関係書類の写しを要請・受領 
②-2 当該漁船の漁業許可証、漁業免許証又は免許漁業原簿の写しを要請・受領 
②-3 船舶検査証書及び漁船原簿謄本の写しを要請・受領  
②-4 漁船が対EU登録漁船であり、加工場がEU認定施設であると示す書類を要
請・受領 EU加盟国

の輸入業
者 

EU加盟国 

⑥確認・発行 

⑦提出 

⑧一部記入し、
提出 

※水産庁水産物貿易対策室「ＥＵのＩＵＵ漁業規則に基づく漁獲証
明書及び加工証明書の発給に関する 取扱要領 」をもとに図示 

http://www.jfa.maff.go.jp/j/kakou/eu/attach/pdf/index-1.pdf 

http://www.jfa.maff.go.jp/j/kakou/eu/attach/pdf/index-1.pdf
http://www.jfa.maff.go.jp/j/kakou/eu/attach/pdf/index-1.pdf
http://www.jfa.maff.go.jp/j/kakou/eu/attach/pdf/index-1.pdf
http://www.jfa.maff.go.jp/j/kakou/eu/attach/pdf/index-1.pdf


漁獲証明書等の発行における負担・障害 

輸出業者側の負担 

 漁獲・陸揚げ情報を、輸出先の様式に応じて記載することが必要 

 一部の書類には、漁船船長の署名・捺印が必要 

 証明書発行者（水産庁）の求めに従って、漁船の証明書、伝票のコピーなどの添付書類の収集・提出が必要 

 漁業者・漁協・市場などの協力を得づらい場合も 

▪ 輸出されていること自体や、制度の存在への認知不足 

▪ 特定の流通先のみ無償で協力することへの不公平感 

 

証明書発行者（水産庁）側の負担 

 記載された漁獲・陸揚げ情報の正しさを確認することが必要 

▪ 記載された漁獲・陸揚げ情報と添付書類とを照合する場合には、紙と紙での、目視での確認が必要 

▪ 漁獲成績報告書やTAC報告との照合をする場合には、個別の手作業が必要 

 証明書の控えや添付書類（通常、紙）を保管することが必要 

 

社会的に 

 証明書発行までのノウハウの把握が負担。輸出ビジネスの新規参入の障壁の一つになっている 
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内容 

1. 諸外国の漁獲証明書の要求と、現在の日本の対応状況 

2. 諸外国は輸出にあたり、漁獲証明書にどう対応しているのか 

3. 今後の日本の対応についての提案 

 

 

8 



輸出業者 
 

 

米国におけるEU向け漁獲証明書の発行手続き 
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NOAA 
 

水産物検査プログラム（SIP） 

①オンラインによる申請 

https://seafoodinspection.nmfs.noaa.gov 
※通常、衛生証明書も同時に申請する 

②証明書をEメール
で送付 
 

※証明書の発行は有料。１申請あたり$90.  
 

※参考 

https://www.fisheries.noaa.gov/national/seafood-commerce-certification/export-certification-european-union 

 

https://seafoodinspection.nmfs.noaa.gov/
https://seafoodinspection.nmfs.noaa.gov/
https://www.fisheries.noaa.gov/national/seafood-commerce-certification/export-certification-european-union
https://www.fisheries.noaa.gov/national/seafood-commerce-certification/export-certification-european-union
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https://www.fisheries.noaa.gov/national/seafood-commerce-certification/export-certification-european-union
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米国NOAAによるEU向け漁獲証明書 

③米国の証明書の様式 

確認した機関の情報 

輸出業者の情報、サインと印影（印刷） 

魚種、重量、米国側の品名コード、 

漁獲水域、漁獲日または期間 

宣誓「虚偽等不正があった場合には1000ドル以下の罰金、 

および/または1年未満の懲役」 

確認した機関・担当者の情報 

米国からの輸送情報 

EUの輸入業者の申告 

EU加盟国の機関による確認 

EUから再輸出する場合の欄 



米国におけるEU向け漁獲証明書発行における 
トレーサビリティの確認は？ 
米国NOAAは、漁獲から輸出に至るトレーサビリティの確認をしていないのか？ 

NOAAの説明 

How will NOAA Fisheries verify the products were legally caught? 

▪ NOAA Fisheries will rely on the full range of compliance tools mandated in the 

Magnuson-Stevens Fishery Management and Conservation Act and other applicable 

state and Federal conservation and management laws and regulations to ensure 

products are legally caught. NOAA will conduct periodic audits to ensure full 

compliance. 

▪ 出典： https://www.fisheries.noaa.gov/national/seafood-commerce-certification/european-union-iuu-frequent-

questions 

→基本的に、その都度確認することなく認証している。 

 

検査マニュアル 

 https://www.fisheries.noaa.gov/national/seafood-commerce-certification/seafood-inspection-manual 

 Part_7_Certification 

▪ Chapter 6 Instruction for Completing the E.U. Export Health Certificates and IUU Catch Documents 

(rev2/19) 
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ノルウェーによる漁獲証明書 

漁業者販売組合が漁獲証明書を提
供するwebサイトを運営 

www.catchcertificate.no 

漁業者販売組合とは 

▪ ノルウェーの漁業者の漁獲物を、独占
的に受託販売する組合組織。魚種のタ
イプ別に１つ。 
例）Norges Sildesalgslag 

  サバなど浮魚の販売組合 

 

EUなど輸出先国とノルウェー政府との間で
協定に基づき、このサイトからの漁獲証明
書が通用する 

EU、中国、ウクライナ、日本、セルビア 
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http://www.catchcertificate.no/


各販売組合 

Catchcertificate.no 

ノルウェーの漁獲証明書発行の仕組み 
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各販売組合 漁船 

販売 

システム 

買受人・ 
加工業者・ 
輸出業者 漁獲情報 

入札情報 

漁獲・陸揚げ 

情報 

輸入業者 

ノルウェー政府 

オンラインで確認、電子サイン 

EU向け漁獲証明書を基本

に、協定に基づく様式で漁
獲証明書やデータを提供 

証明書を 

申請 
提供 

入札開催 

※ノルウェーの関係者からの聞き取りをもとに図示 

http://www.jfa.maff.go.jp/j/kakou/eu/attach/pdf/index-1.pdf 

http://www.jfa.maff.go.jp/j/kakou/eu/attach/pdf/index-1.pdf
http://www.jfa.maff.go.jp/j/kakou/eu/attach/pdf/index-1.pdf
http://www.jfa.maff.go.jp/j/kakou/eu/attach/pdf/index-1.pdf
http://www.jfa.maff.go.jp/j/kakou/eu/attach/pdf/index-1.pdf
http://www.jfa.maff.go.jp/j/kakou/eu/attach/pdf/index-1.pdf


ノルウェーのEU向け漁獲証明書の様式 
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文書番号、電子的確認・発行をした主体 

ノルウェーからの輸送情報 

魚種、製品コード、製品のCNコード、製品重量 

（複数製品について記述可能） 

輸出業者、電子サイン、日付 

１ページ目 ２ページ目 

漁船の名称、漁船登録番号、 

漁獲水域、陸揚日、販売記録番号 

（複数ロットを記述可能） 

3ページ目 輸入業者の情報、輸入当局の記入欄） 

4ページ目 輸送コンテナ番号のリスト 

＜日本によるEU向け漁獲証明書と比較して＞ 

・複数漁船のロットを記載可能 

・漁船の情報は漁船名と漁船登録番号のみ（漁業許
可情報、IMO番号、コールサイン、連絡先などは不

要）。漁獲日・陸揚げ場所・陸揚げ総重量が記載不
要。 

・漁船船長の署名・捺印欄なし。 



イギリスによる漁獲証明書 

英国サイトのWEBサイトにて漁獲証明書作成の
ガイダンスとサービスを提供 

 証明書はMarine Management Organisation（英国海洋管
理庁）が発行 

EUのほか、以下の国向けに発行 

 アイスランド、コートジボワール、クウェート、マダガスカル、
ノルウェー、タイ、チュニジア、ウクライナ 

発行のために必要な情報 

 政府ゲートウェイのユーザーID/pw 

 輸出業者の会社名・所在地 

 輸出の責任者の氏名 

 魚種名（またはそのFAOコード） 

 各輸出品目の貿易コード 

 漁獲した漁船の名称またはPLN（英国の漁船登録
番号）、陸揚げ期間 

 各製品の輸出重量 

 漁獲水域 

 輸出の輸送の詳細、コンテナ番号 
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https://www.gov.uk/guidance/create-a-

uk-catch-certificate 
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https://www.gov.uk/guidance/create-a-uk-catch-certificate#what-you-need
https://www.gov.uk/guidance/create-a-uk-catch-certificate#what-you-need
https://www.gov.uk/guidance/create-a-uk-catch-certificate#what-you-need
https://www.gov.uk/guidance/create-a-uk-catch-certificate#what-you-need
https://www.gov.uk/guidance/create-a-uk-catch-certificate#what-you-need
https://www.gov.uk/guidance/create-a-uk-catch-certificate#what-you-need
https://www.gov.uk/guidance/create-a-uk-catch-certificate#what-you-need
https://www.gov.uk/guidance/create-a-uk-catch-certificate#what-you-need
https://www.gov.uk/guidance/create-a-uk-catch-certificate#what-you-need


日本のEU向け漁獲証明書との違いとその背景 

EUは、漁獲証明書の基本的な様式や項目を定める一方で、政府が監督する電
子的トレーサビティ等を条件に、より簡便な様式を承認 

IUU漁業規則1005/2008 第12条第4項。 

▪ より具体的には同規則の実施規則1010/2009の第33条で、承認した各国の様式
を提示。 

▪ 独自の様式を承認された国＝ノルウェー、米国、ニュージーランド、アイスランド、
カナダ、フェロー諸島、南アフリカ 

結果として、漁船の詳細情報が不要。複数ロット記入可。漁船船長の署名も不要。 

一方、日本は2010年の施行以来、規則1005/2008が定める基本的な様式や項目に、
情報項目を追加した様式を利用 

 

ノルウェー、米国、EU等では、自国漁船による電子的な漁獲報告制度が以前か
ら確立している 

日本でも、今後信頼に足る電子的な漁獲報告と確認の仕組みが整うことで、より簡便
な様式をEUはじめ輸出先諸外国に認めさせることができるのではないか 
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内容 

1. 諸外国の漁獲証明書の要求と、現在の日本の対応状況 

2. 諸外国は輸出にあたり、漁獲証明書にどう対応しているのか 

3. 今後の日本の対応についての提案 
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これまでの漁獲証明 
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日本には、漁獲や陸揚げを電子的に報告し、政府が確認する仕組
みがなかった 

EUなど輸出先国に簡便な
漁獲証明を認められない 

証明の申請を受けたとき、漁獲報
告と照合することができなかった 

輸出業者に、伝票コピーや証明書
など添付書類を提出させ、妥当性
を確認してきた 

漁獲証明書に、漁船の詳
細な説明や、船長による署
名が必要 

申請者側と証明者側に大きな負担。輸出拡大の障害の一つ。 

背景 

結果 



「水産政策の改革について」、漁業法改正による動き 

これからの漁獲証明の仕組みへの期待 
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今後日本は、TACやIQの対象を拡大。漁業者が漁獲を電子

的に報告し、政府が適合確認する仕組みを確立する（まず大
臣許可漁業。ほかの漁業にも？） 

【並行してこちらも】 簡便な漁
獲証明書の様式を、EUなど輸
出先国に提案。認めさせる。 

【漁獲報告データベースが整った魚
種等から】申請内容を政府内で漁
獲報告データベースと照合する 

漁獲証明書に、漁船の詳細な説
明や、船長による署名は不要。
複数ロットの申請も可能に。 

申請時における、申請者など関係者の負担を削減 

日本へ輸入される水
産物へも漁獲証明制
度を検討 

諸外国への交渉力向上 

【まずここから】 申請内容を、
申請者に課す添付書類では
なく、漁獲報告と照合する 

・政府側の証明にともなう確認や書類保持の負担も削減 

背景 

期待 



提案 

1. 漁獲報告を活用し、申請を検証するシステム・体制の構築 

申請者側に求める添付書類をなるべく削減する 

漁獲報告と照合しやすいよう、水産物の識別番号のコードを統一するとよい 

▪ 基本的に、漁獲報告の単位（例：漁船ごと・陸揚げごと・魚種ごとに１ロット
）に、固有の番号を付番（漁船登録番号+陸揚日付+魚種コード） 

▪ 漁獲証明の申請側がこの番号を伝達すれば、照合が容易 

 

2. 日本政府による漁獲証明書の様式をなるべく共通化・簡素化 

日本の関係者によって作成・確認しやすく、諸外国に広く当てはまる様式を作
成し、諸外国政府に様式の採用を要求する。 

▪ 同じ時期に、日本への輸入に対して漁獲証明を要求する制度を準備すれ
ば、その交渉がしやすそう。 

漁船船長による署名・捺印欄の排除 
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漁獲証明書の発行・提出の将来像（対EUの事例） 
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産地市場 
水揚施設 

加工施設 輸出業者 

証明機関 
(水産庁) 

 

③証明の申請 
（電子的に） 

漁船 

②漁獲証明書
の様式に英語
（アルファ
ベット）で必
要事項を記載 

①当該ロットの漁獲・陸
揚げ情報を収集。 
 

EU加盟国
の輸入業

者 

EU加盟国 

④確認・発行 
 （電子的に） 

⑤提出 

⑥一部記入し、
提出 

※EUでは、電子的な漁獲証明
を受けるシステムを運用開始
（2019年5月～） 
 

漁獲報告の 

データベース 

（水産庁が管理） 
 

CALDAPを使えば、
漁獲・陸揚げ情報
の収集や、証明書
の下書きが容易。 

照合 

漁業法に
基づく漁
獲報告 



漁獲証明制度 検討の論点 
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 漁獲・陸揚げから輸出業者までのトレーサビリティの確認のため、売買関係書類の写しの提出をさせなくてよいか。
トレーサビリティ導入を要求しなくてよいか？ 

 記録を保持させ、あとで抽出により、遡及テストを行うことにしてはどうか。 

 意図的な虚偽の申請に対して、ペナルティ（罰金など）を設けてはどうか。 

 

 漁獲報告が水産庁にくるのは、陸揚げから日数がかかる（現状では数日～数か月後でしょうか？）。陸揚げ直後に輸出の申
請が来た場合には、間に合わず、検証ができないのでは？ 

 事後的な確認でも十分と思われるが、実績が少ない業者には、産地市場荷受等による「販売証明書」や「売買関係書類」により、
一次的な確認をすることも考えられる。 

 

 申請件数が増えると、認証する政府機関の負担が大きくなるのでは？ 

 電子的に確認・承認できるので、これまで（紙の書類相互の確認）よりも１件あたりの負担は減るはず。 

 将来は、米国のように、証明書発行を有料化してはどうか。 

 

 米国や英国のように、webフォームにより申請できるようにすべきか。 

 申請の際に埋める情報項目が多く、また日本語・英語の変換の問題もある。Webフォームのためのシステム開発や維持も必要。
当面、Webフォームよりも、ファイル（WORD、EXCEL、PDFなど）を受送信するほうが合理的と思われる。 

 

 米国SIMPと米国ドルフィンセーフ認証制度への対応も簡便になるか。 

 米国SIMPと米国ドルフィンセーフ認証制度は、漁船旗国による認証を必要としていないため、この提案の対象外。 

 CALDAPのような、事業者間の情報伝達を支援する仕組みを活用するとよい。 

 

 

 


